
 

平成２７年度 事業計画 

Ⅰ 基本方針 

急速な少子・高齢化が進展する中、本市の高齢化率は平成 26 年 10 月には 32.９％に達し、

今後、団塊の世代が75歳以上となる平成37年（2025年）には、医療・介護の給付費が急激

に増加するなど、いわゆる2025年問題が浮上してきています。 

さらには価値観や生活様式の多様化に伴い、地域社会や家庭における人と人とのつながりは希

薄化し、孤立死や自殺、ひきこもりなどの社会的孤立、経済的困窮、様々な虐待など、地域にお

ける生活課題は深刻化及び潜在化の傾向にあります。 

このようなことを背景に、国では「社会保障と税の一体改革」が法制化され、すべての世代が

安心感と納得感の得られる、「全世代型」の持続可能社会保障制度に転換を図るため、社会保障

の機能の充実と、財源確保及び給付の重点化・効率化による安定化を進める一方、子ども・子育

て支援の強化や社会保険制度のセーフティネット機能の強化、医療・介護サービス保障の強化、

貧困・格差対策の強化等が示されています。 

特に、「貧困・格差対策の強化」では生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、平成

27年4月から生活困窮者に対し、自立相談事業の実施、住居確保給付金の支給等を行うための

所要の措置を講ずる「生活困窮者自立支援法」が施行されます。本会では、大牟田市より自立相

談支援業務や住居確保給付金の支給業務等を受託し、地域住民や行政、企業、関係機関等と連携・

協力し、課題解決のための総合相談体制の基盤強化を図っていきます。 

 また、2025年問題を見据えた地域包括ケアシステム構築の推進や介護保険制度の改正も平成

27年度からは本格化することから、地域支援事業の実施にも取り組んでいく必要があります。 

一方、平成26年７月に出された社会福祉法人の在り方検討会の提言では、社会福祉法人が連

携して地域における公益的な活動を推進していく方向性が示されたことから、本市では平成 27

年度中に本会をはじめとする市内の社会福祉法人で構成する「（仮称）大牟田市社会福祉法人地

域公益活動協議会」を設立し、例えば緊急的な生活困窮者支援など制度では対応できない課題の

解決と、社会福祉法人の地域における公益的な活動についての情報発信に取り組んでいくことと

しています。 

平成 2７年度は第３次大牟田市地域福祉実践計画（平成 2７年度～31 年度）の最初の年度で

あり、「誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるまちづくり」の基本理念を

継承しつつも、冒頭に記述したような地域社会の変化を踏まえ、「つながりを育む人づくり」、「み

んなで支えあう地域づくり」、「生活課題の解決に向けた包括的な仕組みづくり」の３つの基本目

標を達成するため、地域のあらゆる課題に向き合い、受け止め、寄り添いながら、地域住民をは

じめ、関係機関・団体と連携し、第３次大牟田市地域福祉実践計画の着実な推進に取り組んでい

きます。 

 

以上のことを踏まえ、平成2７年度の重点施策を以下のとおり定めます。 

 

【重点施策】 

 １．生活困窮者自立支援法施行に伴う支援の推進 

 ２．地域包括ケアシステム構築の推進と介護保険制度の改正への対応 

 ３．「（仮称）大牟田市社会福祉法人地域公益活動協議会」の設立及び事業運営 

 

 



 

Ⅱ 重点施策 

１．生活困窮者自立支援法施行に伴う支援の推進 

近年、社会経済環境の変化に伴い、生活困窮に至るリ
スクの高い人や稼働年齢層を含む生活保護受給者が増
加しており、人々の生活を重層的に支えるセーフティネ
ットの構築が必要になっています。 
このような中、生活保護に至る前の段階の人を支援す

る「生活困窮者自立支援法」が平成25年に成立し、平
成27年4月に施行されます。 
現在の社協活動においても、社会的孤立を防止し、ま

た地域の生活課題の発見や日常生活圏域での生活支援の取組みとして、地域住民、民生委員・
児童委員、福祉委員、ＮＰＯ、ボランティア等との協力により、サロン活動、見守り・訪問活
動や住民参加型福祉サービス、生活福祉資金貸付など様々な事業を展開しています。 
 今年度は、大牟田市より自立相談支援事業、住居確保給付金事業、学習支援事業、就労準備
支援事業等を受託し、加えて全社協の生活支援活動強化方針に基づいて、生活困窮者支援対策
に取り組んでいきます。 

 

２．地域包括ケアシステム（まちぐるみの支え合いの仕組みづくり）構築の推進 

と介護保険制度の改正への対応 

平成27年度より、「要支援」を対象とする予防給付のうち、訪問介護と通所介護について、
「市区町村が取り組む地域支援事業」に移されることになりました。また、「特別養護老人ホー
ム」は、2015年より入所条件がより厳格になり、原則新規入所は要介護3以上の人に限定さ
れる予定です。この介護保険制度の大幅な見直しの背景には、持続可能な社会保障制度の確立
を図るとともに、「地域包括ケアシステム」を構築することで、2025年の「大介護時代」を
乗り切るという目的があります。 

地域包括ケアシステムは、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、住
まい・医療・介護・予防・生活支援を充実させようというものです。 

第３次地域福祉実践計画の期間中（平成27年度～平成31年度）に、2025年へ向けた地
域包括ケアシステムの構築の実現のための土壌づくりをしたいと考えています。本会は、この
地域包括ケアシステム（まちぐるみの支え合いの仕組みづくり）のうち、生活支援の一翼を担
わなければならないと考えています。 
 今年度は、大牟田市より委託を受け、地域包括ケアシステム構築に向けて、生活支援・介護
予防サービスの充実を図るため、ニーズ調査や生活支援サービスの担い手の養成、新たな社会
資源の開発等を行う生活支援コーディネーターを設置します。 
 

３．「（仮称）大牟田市社会福祉法人地域公益活動協議会」の設立及び事業運営 
「社会福祉法人の今日的な意義は、社会福祉事業に係る福祉サービスの供給確保の中心的役 

 割を果すとともに、他の事業主体では対応できない様々な福祉ニーズを充足することにより、 
地域社会に貢献していくことにある。こうした役割を果たしていくため、社会福祉法人は、こ 
れまで以上に公益性の高い事業運営が求められているのであり、法人の在り方そのものを見直
す必要がある。」と社会保障審議会で報告されています。 

  このような社会的背景から、社会福祉法人には、地域社 
 会において、時代にあったふさわしい地域公益活動が期待 
されています。 
そこで、本会が率先して、大牟田市内の社会福祉法人に 

 対して、社会福祉法人の専門性や福祉力を結集し、制度の 
狭間や、市場原理で満たされないニーズに対応していくた 
め、「（仮称）大牟田市社会福祉法人地域公益活動協議会」 
を設立し、様々な公益活動に取り組んでいきます。 

生活困窮者支援における社協活動研修会 

社会福祉法人 
地域公益活動協議会設立準備会 



 

 

 
（１）校区社会福祉協議会活動への支援     

①校区社会福祉協議会会長連絡協議会との連携強化 

校区社会福祉協議会会長連絡協議会（以下、校区社協会長会）が主体となって取り組む様々

な地域福祉活動を支援するとともに、校区社会福祉協議会（以下、校区社協）が主体となって

取り組む小地域ネットワーク活動やサロン活動の強化に向けて、校区社協会長会と協働で、小

地域ネットワーク活動の啓発用ＤＶＤやサロン冊子を作成するなど、様々な活動支援を行う。 

②校区福祉力アンケート調査の実施 

各校区の社協構成員に対して、校区福祉力アンケート調査

を実施する。 

③地域リーダー研修会の実施 

校区の社協会長や民生委員・児童委員協議会会長、町内公

民館連絡協議会会長、まちづくり協議会会長が、一堂に会し、

多様化する福祉課題・生活課題の解決方法等を先進事例に学

ぶため、地域リーダー研修会を実施する。 

④校区社協研修会及び福祉座談会の実施 

校区福祉力アンケート調査報告会を行うとともに、前回の調査結果と比較分析を行い、その

校区にあった内容の研修会や福祉座談会等を実施する。 

⑤校区社協広報紙発行の支援 

校区社協会長会だより「つながり」及び各校区社協だよりの発行を支援する。 

 

（２）小地域ネットワーク活動の支援    

①福祉委員などによる見守り・訪問活動の推進 

各校区の世帯数に応じて配置された「福祉委員」や要援護者

の近所に住む「ふれあい活動推進員」により民生委員・児童委

員などとの連携のもと、声かけ、見守り・訪問活動を推進する。 

②福祉委員研修会の実施 

  新たに福祉委員として校区社協から推薦された新任福祉委 

員に対し、「福祉委員活動の手引き」を用いた活動の意義・役 

割に関する研修会を実施する。また、新任以外の福祉委員を対象にスキルアップを図る研修会 

を実施する。 

 

（３）ふれあいサロン活動の充実 

  ①ふれあいサロン活動の活性化     

高齢者、障がい者や子育て世代などの集いの場、茶飲み場であるサロンの活性化のために、

サロンメニューの充実や活動日数の増加などを促し、校区社協と連携し、様々な活動支援を行

う。加えて、常設型のふれあいサロン活動のモデルを設け、生きがい対策や居場所の確保、介

護予防に努める。 

見守り・訪問活動の様子 

１．地域福祉の推進 
 

地域リーダー研修会の様子 



 

②ふれあいサロン連絡会の充実 

サロン連絡会を開催し、各サロンでの活動内容や運営方法について情報交換することで団体 

同士のつながりを育む。また、サロンメニューの充実につながる様々なレクリエーションの研 

修を行う。 

 

（４）生活支援コーディネーター設置事業 （市受託事業）    ※重点施策 

   地域包括ケアシステム構築に向けて、必要な生活支援・介護予防サービスを充実させるため 

に、新たな社会資源の開発と住民のニーズの把握、社会資源のマッチングを行う生活支援コー 

ディネーターを本会に置き、ＮＰＯやボランティア組織等の生活支援サービスに関連する団体 

で構成する協議体を設置することで、高齢者等が地域社会でその人らしく安心して暮らせるま 

ちづくりを推進する。具体的には、以下のことに取り組む。   

●生活支援サービスのニーズ調査と社会資源の把握 

●生活支援サービス関連団体で構成される協議体の設置  

●生活支援サービスの開発及び担い手育成のための研修等の実施 

●地域包括支援センターに配置されるコーディネーターの支援・助言及び研修の実施  

 

（５）福祉教育の推進    

小・中・高等学校の児童、生徒に対して、福祉の心を 

育むことが出来るよう、高齢者や障がい者などのゲスト 

ティーチャ―を派遣するなど、福祉についての関心を深 

める授業を支援する。さらに高校、大学、企業等のボラン 

ティア活動への参加促進を図るため、ボランティアメ 

ニューの紹介及びコーディネイトを行う。 

 
 
 
 
 
 

（１）子育て支援の充実      

①子育てきらりフェスタの開催  

子育て中の親を中心に、親子が一日楽しく過ごせるイベン 

 トを子育て支援グループと協働で開催する。 

②子育てサロン「マザーリーフ」 の開催 

子育て中の親子が気軽に集まって交流し、仲間づくりと情 

報交換が出来る場を毎週水曜日、総合福祉センターにて開催する。 

③チャイルドシート貸出  

乳幼児を交通事故から保護するとともに、子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、チャ

イルドシートの貸出を行う。 

④情報掲示板「Babecle（ベビクル）」の運営 

使わなくなった育児用品をゆずりたい人から必要な人に渡すための情報を、ホームページ等 

２．子育て支援事業の推進 
 

学生の高齢者疑似体験の様子 

子育てきらりフェスタの様子 



 

を通して発信する。 

⑤産前産後ケアサポート・ママ養成講座 

妊娠中及び出産後１年未満で、家事や育児の負担の軽減を図る必要がある養育者のサポート

を行う「産前産後ケアサポート・ママ」を養成し、ボランティアによる育児支援を実施する。 

 

（２）ファミリー・サポート・センター事業の実施 （市受託事業）    

ファミリー・サポート・センターは、子育ての手助けをしてほしい方（利用会員）と子育 

ての手助けができる方（協力会員）からなる会員組織で、会員相互の育児サポートをコーディ 

ネートする。また、各関係機関を通じ、リーフレットを配布するなど、様々な広報媒体を活用 

し、ファミリー・サポート・センター事業の周知啓発に努める。 

 

（３）放課後児童健全育成事業等の実施 （市受託事業）  

（大牟田・高取・三池・白川・中友・平原） 

昼間、児童の養育ができない家庭などの児童に対して、適 

切な遊びと生活の場を提供するとともに、学童保育所・クラ 

ブにおいては、地域組織等と連携し様々な世代間交流事業を 

実施する。 

 

（４）くぬぎ保育所の運営 

①くぬぎ保育所新園舎建設 

今年度の10月にくぬぎ保育所新園舎が完成予定となって 

いる。建設工事期間は、平成27年３月から10月で、その 

間、建設施工業者及び施工管理業者と連携し、園児の安全確 

保に努めるとともに、騒音や粉じん等の防止にも配慮してい 

きたいと考えている。 

 新園舎完成に伴い、イベントホールやランチルームの完備 

や、送迎用の駐車場の確保・整備等により、これまで以上に 

充実した環境の中で、保育業務に専念できることになる。また、近隣住民との懸案事項であっ 

た送迎時の交通渋滞も解消されることになる。 

②くぬぎ保育所の運営   

保育方針である「自然の中で心と体を使って、思いっきり 

遊びまわるこども」に基づき、障がい児との総合保育、食育 

の推進、農業体験などの事業を行う。また、世代間交流事業 

に関することや、園庭開放などについては、今まで以上に保 

護者をはじめ、地域住民の方々に対して情報発信していく。 

加えて未就園児を対象とした「どんぐりクラブ」の充実や保 

育所ホームページの充実に努める。 

  

 

６学童交流行事 学童っこのつどい 

くぬぎ保育所 新園舎イメージ 

くぬぎ保育所 運動会の様子 



 

 

 

 
（１）住民参加型福祉サービス（おおむたキャロットサービス）の充実    

       ～キャロットサービスとは、○人が○参加する福祉サービスです～ 

 介護保険制度の大幅な見直しでキャロットサービスのさらなる充実が 

期待される。そのため、サービス利用件数の増加に対応する多様な担い 

手を養成し、サービスの供給体制を確立する。 

 

（２）高齢者福祉対策の推進    

①介護保険事業の充実 

  訪問介護（ホームヘルパー派遣）、訪問入浴（入浴車による訪問入浴）、居宅介護支援（ケア 

プランの作成）の３事業を実施し、要支援、要介護者の在宅 

生活を支援する。 

 ②小規模デイサービス「ふれあい処えいる」の運営 

  利用者である高齢者及び障がい者等に対して、通所介護 

事業はもとより、地域住民、保育所等との世代間交流等を 

行う。状況に応じては、福祉避難所としてのセーフティネ 

ット事業も展開していく。 

③まちなか生活福祉型拠点「築町えいる」の運営 

築町商店街の空き店舗を活用した通所介護事業を運営す 

るとともに、オープンサロンで、広く市民に施設を開放し、 

介護予防教室等を実施する。 

④介護予防・相談センターの運営 （市受託事業） 

中央地区地域包括支援センターのサブセンターとして、主 

に上官、平原校区を担当し、介護に関する各種の相談や介護 

認定で要支援１・２と判定された高齢者及び介護予防事業対 

象の高齢者への介護予防ケアプランの作成等を行い、在宅生活を支援する。さらには、介護予 

防の普及・啓発のため、介護予防の広報や体験教室等を開催する。 

⑤「在宅介護者の会」の活動支援 

在宅介護者が、お互いに交流を深め、介護にかかる問題・ 

課題等を語り合い、解決していくための「在宅介護者の会」 

の活動を支援する。 

⑥福祉機器貸与事業 

在宅の高齢者等に対して、車いすを貸与することにより 

 介護者の負担軽減を図る。 

⑦成年後見センター事業の運営 （別掲）  

⑧日常生活自立支援事業 （別掲） 

 

３．高齢者福祉サービス事業の推進 
 

保育所児童との交流 

 

オープンサロンでの 
健康教室 

介護予防教室 



 

４．障がい児・者福祉サービス事業の推進 
 

５．総合生活支援事業の推進 
 

 

 

 

（１）障がい福祉対策の推進 

①障がい者福祉サービス事業 

障害程度区分認定を受けた在宅の障がい者に対して、相談支援事業所が策定するサービス利

用計画書に沿った訪問介護（ホームヘルパー派遣）・訪問入浴（入浴車による訪問入浴）・同行

援護（ガイドヘルパー派遣）の事業を実施し、在宅生活を支援する。 

②知的障がい児・者医療支援プロジェクトの支援    

医療機関における知的障がい児・者の円滑な受診体制の環

境整備は、健康と命を守る観点から最優先されるべき社会的

課題である。これまでも医療受診環境整備に向けた取組みを

医療・教育・介護・福祉関係者・当事者家族と協働で進めて

きた。 

平成26年度は、新たに医師会と連携することができ、今

後プロジェクトでは、平成27年度から実施される大牟田市

障害福祉計画に基づき、医療受診環境整備の充実に取り組んでいく。 

③おもちゃの図書館「くるりん」の支援  

おもちゃの図書館とは、障がいのある子ども達がおもち 

ゃを通して楽しく遊ぶことができるように、との願いから 

から始まったボランティア活動である。 

本会では、障がいのある子もない子も、親子で楽しめる 

おもちゃの図書館「くるりん」の活動を支援していく。 

 ④自閉症１ＤＡＹイベントの支援 

  世界自閉症啓発デー及び発達障がい啓発週間にちなみ、自閉症について、地域の多くの方々

に知ってもらい、正しく理解してもらうことを目的に、自閉症についての資料や当事者の作品

展示、また、自閉症児・者親の会による「おはなし会」等の活動を支援していく。 

⑤障がい福祉総合ボランティア養成講座（別掲） 

⑥福祉機器貸与事業（再掲） 

⑦成年後見センター事業の運営（別掲） 

⑧日常生活自立支援事業（別掲） 

 

 

  

 

（１）生活困窮者自立支援法施行に伴う支援事業（市受託事業）   ※重点施策 

①自立相談支援事業  

 生活困窮者の相談を受け、相談者に合った支援計画の作成や他機関への同行など伴走型の支

援を行う。 

おもちゃの図書館「くるりん」 

歯科医・教育関係者向け 
講演会の様子 



 

②住居確保給付金事業 

離職者で就労能力・意欲のある人のうち、住宅を喪失している人または喪失するおそれのあ

る人を対象に家賃相当分の給付をするとともに、住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行う。 

③学習支援事業 

 低所得者世帯もしくは生活保護世帯の中学生を対象に、市内数ヶ所において学習支援を行い、

高校進学の支援を行う。 

④就労準備支援事業 

 すぐに働くことが困難な生活困窮者を対象に生活習慣の改善やコミュニケーション訓練等

を行い、就職活動ができるよう支援する。 

 

（２）成年後見センター事業の運営（市受託事業） 

 大牟田市から委託を受け、昨年度より開設している「大牟田市成年後見センター」を運営す

る。地域住民における生活上の「不安」が「安心」に変わるしくみの一つである成年後見制度

が円滑に利用されるよう、相談・支援や普及啓発、市民後見人の養成や活動支援、他機関との

連携などに努める。 

 

（３）日常生活自立支援事業の推進 

判断能力が不十分な高齢者や障がい者に対し、利用者との契約に基づき、福祉サービス利用

の手続きや生活費の管理等、日常の生活支援を行う。また、援助を行う生活支援員の養成及び

研修を実施する。 

 

（４）居住支援協議会の運営 

居住支援協議会（大牟田住みよかネット）の事務局として、住宅確保要配慮者が住み慣れた

地域に安心して住み続けられるよう、具体的には、以下のことに取り組む。 

●相談・支援体制の充実 

●定期的な相談会の実施・住まいに関するセミナーの開催 

●住情報システム（住まいナビ「住みよかネット」）の活用 

 

（５）生活福祉資金貸付事業（県社協受託事業） 

低所得者、障がい者、高齢者世帯に対して、生業、住宅、災害、福祉、療養介護、修学、緊

急小口、離職者等の各種資金の貸付相談を受け付けるとともに、民生委員の協力のもと、借受

世帯の経済的自立に向けた支援を行う。 

 

（６）「（仮称）大牟田市社会福祉法人地域公益活動協議会」の設立及び事業運営 ※重点施策 

社会福祉法人の協議体を設立することにより、制度の狭間にある課題の解決を図るとともに、

社会福祉法人が、地域の福祉ニーズに応えるような公益活動を全市的に行うことを目的とする。 

具体的には、以下のことに取り組む。 

●各法人による地域公益活動の発信 

●制度の狭間にある福祉課題の解決 

●社会福祉法人の経営研修の実施 



 

６．ボランティアセンターの運営 
 

（７）各種相談事業 

①行政書士による法務相談 

毎月第３水曜日、法的な解決や高度な対処法を必要とする悩み等に行政書士が、専門的なア

ドバイスを行い、問題解決の糸口を見出すための法務相談を実施する。 

②心配ごと相談 

住民が抱える福祉・生活課題等の悩みの初期相談窓口として、適正な助言・援助・橋渡しを

行う。 

③福祉サービス苦情解決相談 

  在宅福祉サービス利用における様々な問題について、当事者間で解決できない場合は「第三

者委員会」を活用しながら、その解決を図る。 

 

 

 

 

（１）ボランティアセンターの充実強化 

 ①コーディネート機能の強化 

ボランティア活動を希望する人が、自分にあった活動を選択できるよう、ボランティアの登

録・斡旋を積極的に進める。 

②キャロットサービス協力会員の養成（再掲） 

③ボランティア連絡協議会との協働 

全市的に実施する地域福祉大会や災害ボランティアセンター設置訓練・防災運動会等をボラ

ンティア連絡協議会と協働で実施する。 

④障がい福祉総合ボランティア養成講座の実施 

身体・知的・精神の３障がいについて理解を深め、障がい者の日常生活を支援することを目

的に、障害者協議会及び障害者相談支援事業所との協働により、ボランティア養成講座を実施

する。 

⑤おもちゃの図書館「くるりん」の支援（再掲） 

⑥ボランティア活動保険 

市社協および校区社協の地域行事やボランティア活動等

を支援するために、ボランティア活動保険の加入受付を行う。 

⑦災害ボランティアセンター設置訓練の実施 

大牟田市で毎年実施される大牟田市総合防災訓練に合わ

せて「災害ボランティアセンターの設置・運営訓練」を実 

施する。 

⑧防災運動会の開催 

   障がいがある人もない人も一緒になって、地域住民の皆

さんと様々な機関とが連携しながら、防災に関連した競技を

楽しく行うことで、防災意識の向上と地域の支え合いの大切

さを学ぶことを目的に、防災運動会を開催する。 

 

災害ボランティアセンター設置訓練 

防災運動会 搬送リレー 



 

７．社協情報・広報の充実 
 

８．大牟田市地域福祉大会 ～地域支えあい絆セミナー～ 
 

９．共同募金運動等の取組み 
 

 

 

（１）社協情報・広報の充実    

①社協福祉広報紙「きらり」の発行 

年４回、全世帯を対象に発行している広報紙「きらり」を、より見やすく、わかりやすく 

情報を提供するためにオールカラーに改定し、内容の充実を図り、市民対して社協事業や活動 

内容などの情報を幅広く提供する。 

②社協事務局通信「きらり」の発行 

毎月１回、社協事務局通信「きらり」を発行し、タイムリーな情報を提供する。 

③社協公式ホームページの充実（http://www.omshakyo-kizuna.com） 

昨年リニューアルしたホームページにて、社協の様々な活動や事業内容を紹介する。 

④社協活動啓発用パンフレットの発行  

  社協活動全般をまとめたパンフレットを作成し、住民への周知啓発を図る。 

 

 

 

 

（１）第７回大牟田市地域福祉大会 ～地域支えあい絆セミナー～    

市民一人ひとりが自ら住んでいる地域に積極的に関わりを持ち、地域住民の地域住民による、

地域住民のための「支えあいの“絆”」を創造することを目的に、大牟田市及び大牟田市ボラン

ティア連絡協議会との共催により、大牟田市地域福祉大会を開催する。 

地域福祉の向上に貢献された方々に対する表彰状や感謝状の贈呈を行う「功労者表彰式典」や 

地域住民主体によるまちづくりに関する「基調講演」を実施する。 

  

 

                                       

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）共同募金運動の取り組み 

共同募金は本市の地域福祉推進のための貴重な財源であり、募金運動にあたっては「福岡県共

同募金会大牟田市支会」との連携を強化していく。 

具体的には、地域における戸別募金等の増額に努めるとともに、商品の売上げの一部が赤い羽

根に寄付される「募金百貨店おおむた」の取り組みの充実、「赤い羽根寄付つき自販機」の新規

表彰式典の様子 基調講演の様子 



 

１０．組織体制の強化及び財源確保に向けた取組み 
 

設置先の開拓などに努め、より安定的な募金の確保を目指す。また、あらゆる広報媒体を活用し、

共同募金運動について広く市民に周知を図るとともに、誰もが楽しく参加でき、募金実績の向上、

周知啓発につながるようなイベントを開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）日本赤十字社福岡県支部大牟田市地区業務 （市受託事業） 

大牟田市より受託した日赤募金の募集、地域の献血推進や周知啓発、赤十字救急法の普及、災 

害救援物資の支給等の事業を行う。また若い世代を対象とした献血セミナーの開催や、がん患者 

へ贈るタオル帽子講座等に取り組んでいく。 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）社協職員の人材育成 

今後の社協運営において求められる職員像を掲げ、そのために、目標を設定し、目標の遂行の

ための能力、マネジメント能力を強化するための職員研修を開催し、個々の職員のスキルアップ

を図る。また、必要に応じて、他地域で開催される各種研修会への参加を促す。 

 

（２）ファンドレイジング（資金調達）の推進 

自主財源確保の充実に向け、従来から取り組んでいる「赤い羽根共同募金」をはじめ、「善意

銀行」等の取り組みの充実に努めるとともに、地域福祉課題を解決したいという想いに共感して

いただける支援者を増やすことで、課題解決のための効果的・効率的な財源確保を図る「ファン

ドレイジング（資金調達）」を推進していく。 

 

第１回募金百貨店フェア（ゆめタウン） 高校生による街頭募金（イオン） 

タオル帽子作成の様子 児童に対しての日赤業務学習会 



 

（３）大牟田善意銀行の啓発強化  

善意銀行に寄せられる寄付金は、地域福祉を推進していくための最も重要な財源であるが、近

年減少傾向が続いていることから、企業・地域住民にその役割や使途を周知するなど広く啓発を

行い、財源の確保に努める。 

 

（４）賛助会員制度の拡大 

個人会員・法人会員について、様々な機会を通じ本会の役割や事業について周知を行い、更な

る会員の拡大に努める。また、会員に対して毎月１回社協事務局通信「きらり」を配布する。 

 

（５）総合福祉センターの運営 

①総合福祉センターの安定的かつ健全な自主運営のため、 

経費削減はもとより、市民に対して当センターを周知啓発 

し、利用増進に努める。 

②毎週水曜日に子育てサロン“マザーリーフ”を開催する。 

（別掲）  

③年２回、センター利用者の安全を図ることを目的に、総 

合消防訓練と避難誘導訓練を実施する。 

  

（６）市立病院ホスピタルローソンの運営 

収益事業として、大牟田市立病院にてホスピタルローソン

を運営する。ホスピタルローソンにおいては、スタッフの接

遇向上や品揃えの充実を図るとともに、季節商品等の販売に

も取り組む。また、隣接するイートインスペースを有効に活

用し、収益増に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合消防訓練の様子 

ホスピタルローソン店の様子 


